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御紹介いただきありがとうございました。
パシフィックコンサルタンツ岡田と申します。
本日はこのような場にお招きいただきまして、
ありがとうございます。

漁港海岸における気候変動を踏まえた
海岸整備に関する検討

令和７年度 海岸シンポジウム（事例報告）

岡田 清宏

パシフィックコンサルタンツ株式会社（国土基盤事業本部 港湾部）

では早速ですが、こちらのタイトルで、事例報
告とさせていただきたいと思います。
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本事例報告は、令和３～６年度海岸保全施設設計等技術検討調査委託事業（水産庁）による
調査内容を踏まえて作成しました。

報告の目次としてはこのような形で、主には外
力評価の検討をしましたというのが前段で、適応
策の検討が後段という流れになっております。
なお、本事例報告は、令和３年から６年度の水
産庁の委託事業を踏まえて作成したものでござい
ます。
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1. はじめに

• 気候変動による海面上昇や台風の強大化に伴う高潮偏差・波浪の増大により、漁港区域内
における海岸保全施設の安定性の低下や背後地浸水リスクの増大が懸念されている。

• 海岸関係省庁では、「海岸保全基本方針」の変更（令和2年）や「海岸保全施設の技術上
の基準を定める省令」の改正（令和3年）等に基づき、気候変動への対応を進めている。

• 水産庁では、気候変動の影響を踏まえた計画・設計上の留意点を検討し、「漁港海岸事業
設計の手引（以降、手引と記載）」を改訂。※令和4～6年度検討をパシコンが担当。

 本手引の改定では、気候変動の影響に関して以下の点が追加されている。
 気候変動の影響を踏まえた外力の設定
 気候変動の影響による将来の外力変化を考慮した海岸保全施設の設計
 将来気候における外力評価・適応策の検討事例 ⇒ 今回の事例報告のテーマ
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はじめに、気候変動によって外力が増大いたし
ますので、漁港海岸においても、区域内における
施設の安定性の低下や、背後地浸水リスクの増大
が懸念されております。
水産庁においては、こういった影響を踏まえた
計画・設計上の留意点を検討しまして、漁港海岸
事業設計の手引を改定したところです。令和４年
から６年度の検討を弊社が担当させていただきま
して、今回の発表につながったということです。
本手引の改定では、気候変動を踏まえた外力の
設定や、それを考慮した施設の設計、あとは巻末
資料になりますが、外力評価・適応策の検討事例
も載せており、こういったものが本発表の材料に
なっています。
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1. はじめに

令和２年７月８日 「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言」
 海岸保全を過去のデータに基づきつつ、気候変動による影響

を明示的に考慮した対策へ転換

令和２年11月20日 「海岸保全区域等に係る海岸の保全に関する
基本的な方針」の変更

 「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方 提言」を踏まえて、
海岸保全基本方針を変更

令和３年７月30日 「海岸保全施設の技術上の基準について」
の一部改正

 「海岸保全基本方針を変更」を踏まえて、「海岸保全施設の
技術上の基準について」の一部改訂

令和３年８月２日 気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の
計画外力の設定方法等について

 「海岸保全施設の技術上の基準について」の一部改訂を踏ま
えて、技術的な助言として計画外力の設定方法等を提示

潮位偏差の
長期変化量

平均海面水
位の上昇量

波浪の長期変化
等の影響分

■気候変動による外力変化イメージ

海岸線の後退 ＜現在の設計＞＜変化する外力＞

高潮による
潮位偏差

計画波浪に
対する必要高

余裕高

朔望平均満潮
位

水産
加工
施設

漁港施設
（防波堤等）

気候変動による漁業地域への影響や、計画・設計上の留意点を考慮し
た設計手法をとりまとめ

⇒ 「漁港海岸事業設計の手引」の改定

【海岸４省庁の検討】

波高の増大等

【特有の課題】
 漁港区域内の海岸管理者は市町村が多い
 漁業地域の立地条件

（前面に漁港施設、背後に加工施設、湾内に位置等）
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離岸堤

砂浜
護岸・堤防

防波堤

護岸・堤防

防波堤

漁港

背後集落

漁港海岸では海岸保全施設（護岸、離岸堤等）に加えて、
漁港施設（防波堤等）による波浪低減効果も期待できる

■漁港海岸イメージ

このページの左側は４省庁の動きや、漁港地区
の課題を踏まえて手引の改定に至りましたという

漁港海岸における気候変動を踏まえた海岸整備に関する検討
岡田　清宏　パシフィックコンサルタンツ株式会社 国土基盤事業本部 港湾部 技術課長　
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フローを御紹介しております。
右側の中段の図には漁港海岸のイメージ図を載
せていまして、海岸背後に集落があって、その前
面に漁港があるのが特徴です。
海岸防護の観点から考えますと、護岸・堤防以
外にも漁港施設と言われる防波堤などによる波浪
低減効果も考慮できるといった特徴がございます。
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2. 漁港海岸における気候変動を踏まえた外力評価の検討

 本事例では、気候変動による台風強大化の影響が大きい沿岸のうち、３漁港海岸
をモデル地区として、外力評価を検討。

 ３地区の海面水位上昇量は、「日本の気候変動2020」におけるRCP2.6平均値（21
世紀末時点）を設定。

C地区

5

B地区

A地区

出典：日本の気候変動2020（文部科学省・気象庁：令和2年12月）に加筆

本報告は、３漁港海岸をモデルとして検討した
もので、図の場所は大体の位置ですが、Ａ、Ｂ、
Ｃ地区を示しています。
シナリオは、RCPの２度上昇を仮定しております。
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2. 漁港海岸における気候変動を踏まえた外力評価の検討

 モデル地区の現計画外力を踏まえ、実績台風を各1台風選定（以降、対象台風と記載）
し、気候変動による中心気圧の将来変化を考慮する手法を採用（左表③）。

 台風中心気圧の将来変化を評価するため、d4PDF/d2PDF台風トラックデータ(全球)※1よ
り、モデル地区に大きな被害をもたらし得る台風群を抽出（右図の赤枠） 。

d2PDFで抽出した台風群の経路
（A地区の例）
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対象台風

1999年台風18号A地区

2015年台風15号B地区

1959年伊勢湾台風C地区

外力評価手法の選定

本事例で採用（手法①と比べて、管理者の負担を軽減する手法として手引に記載）

対象台風の選定

「気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定
に関する参考資料等について、令和3年」に記載のある手法

※1：京都大学防災研究所沿岸災害研究分野

外力評価としては、モデル地区の現計画外力を
確認しまして、おおむねそれと同様となる実績台
風を１台風選定し、その台風の中心気圧の将来変
化を考慮する手法を採用いたしました。左側の表
では③になります。
令和３年の４省庁からの通知では、主に①と②
の不特定多数の台風と想定台風が記載されていま
したが、実績台風を強大化したらどうかというと
ころが明記されてなかったような形でしたので、
手引きには③として実績台風の変化を記載しました。
①と②を検討してもよかったんですが、本手引

きは管理者の負担を軽減するような観点も取り入
れたいということもありましたので、③の比較的
簡易な手法で実施しました。
あとは、ほかの検討と同様かと思いますが、
d4PDFを使い、モデル地区を通過するような台風
群を抽出して、中心気圧を分析しました。
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2. 漁港海岸における気候変動を踏まえた外力評価の検討
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 抽出したd4PDF/d2PDFの中心気圧について、実績台風に基づきバイアス補正を実施。
 バイアス補正後の「現在気候」と「将来気候」から、気候変動（ 2℃上昇）の考慮

により代表台風の中心気圧の低下量を算定。

1
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1,000

10,000
9009209409609801,0001,020

バイアス補正前

実績台風

現在気候

将来気候

再現期間(年)

最低中心気圧(hPa)

1

10

100

1,000

10,000
9009209409609801,0001,020

バイアス補正後

実績台風

現在気候

将来気候

再現期間(年)

最低中心気圧（hPa）

読
み
取
り

抽
出

942.4hPa947.3hPa

4.9hPa
再現期間32年

 気候変動による台風強大化の推定として、気候変動前後の状況を想定した大規模アンサンブルデータセット（d4PDF、d2PDF）を活用。
 実績台風：気象庁ベストトラックデータ（極値統計解析にて整理）
 過去実験：過去の気候（1951～2010年）の再現計算。（60年間×100メンバ）
 将来実験（2℃上昇実験）：2℃上昇後の気候を想定した予測計算。（60年間×54メンバ）

※実績台風：気象庁ベストトラック、現在気候：d4PDF(過去実験)、将来気候：d2PDF(将来実験)

バイアス補正後の右側の図について、横軸が最
低中心気圧、縦軸が再現期間です。この地区では、
ちょうど32年ぐらいの確率の中心気圧が現在気候
のため、将来気候では５ヘクトパスカルぐらい中
心気圧が低下（強大化）するという評価となりました。
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2. 漁港海岸における気候変動を踏まえた外力評価の検討

 気象・海象の推算モデルは以下のモデル※を使用。
 気圧・風場推算：経験的台風モデル（Myersの式）
 高潮推算：非線形長波方程式
 波浪推算：SWAN（第三世代波浪推算モデル）
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※将来気候の計算に先立ち、対象台風の再現計算にて推算値が観測値と整合するようにモデルを調整（最大旋衝風速半径、風速変換係数等）

6.05.0

4.0

3.0

最大潮位偏差(m) 最大有義波高(m)

現在気候

将来気候
(2℃上昇)

3.0

4.0

5.0 6.0
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2.6

2.4

2.6

2.4

2.4

2.2

2.8

2.0

2.2

2.2

2.4

2.2

2.4

2.6

2.4

B漁港海岸2.41m

B漁港海岸2.60m

沖波地点5.51m

沖波地点5.67m

9/24 3:00

風・気圧の計算例

9/24 9:00

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 0.0 1.0 7.06.05.04.03.02.0

推算モデルは、一般的なものとして、経験的台
風モデル、非線形長波、SWANを使っています。
下図の左側が風と気圧の計算例を示しておりま
す。右側が潮位偏差と有義波高の計算例を示して
おり、縦方向に現在気候と将来気候を載せており
ます。代表地点で見ますと将来気候のほうが少し
高くなるという結果になっております。
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2. 漁港海岸における気候変動を踏まえた外力評価の検討
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C地区B地区A地区

+0.38mの上昇+0.38mの上昇+0.39mの上昇平均海面

1.03～1.09倍（平均1.06倍）潮位偏差

1.01～1.05倍（平均1.03倍）沖波波高

 潮位偏差・波高（2℃上昇平均）について、3地区の増加率を整理。
 2100年までに、高潮偏差は平均1.06倍に増加し、波高は平均1.03倍に増加。

 適応策検討では、任意の時期の将来外力が必要なため、各外力の経年変化グラフを作成。
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周
期

[s
]

年

周期

現在の
計画値※3

2.40×1.08=2.59m

現在の
計画値※3

5.40×1.03=5.56m

現在の
計画値※3

（波高と波形勾配から設定）

10.6s

10.9s
■沖波周期

■沖波波高

5.4m

2100年

■潮位偏差

■平均海面上昇量

2.4m

2100年2100年

0.0m

0.39m
2100年

2005年

※沿岸で一連の防護水準を確保する観点から、外力評価は必要に応じて他所管の海岸とも併せて実施することが想定される。
浸水リスクの詳細評価など、必要に応じて各海岸で将来の外力を想定したシミュレーションを実施することも想定される。

※潮位偏差と沖波波高の変化率には、台風経路の感度分析を補足検討した結果を含む。

外力評価のまとめということで、一応３地区だ
けですが、外力の増加率を検討いたしました。
2100年までに、潮位偏差は平均1.06倍、沖波波高
は平均1.03倍増加するという結果が得られました。
また、後段の適応策検討に当たりましては、
2100年だけではなくて任意の時期の外力について
も知る必要がございますので、簡易的に直線で増
加するカーブを作成しました。
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3. 漁港海岸における気候変動を踏まえた適応策の検討

 前述のモデル地区について、気候変動適応策の検討事例を報告。
 以下にA地区の例を示す。
 背後に近接する人家等への浸水を面的に防護する護岸と離岸堤の整備が進捗。。
 気候変動による外力増加を踏まえると、気候変動適応策がさらに必要。
 本事例では、海岸保全施設の整備による対策として、護岸と離岸堤の改良を検討。

10

護岸

離岸堤

人家等
Photo：Copyright(c) NTT-GEOSPACE All Rights Reserved

離岸堤断面
（現況と仮定）

護岸断面
（現況と仮定）

海岸保全施設および
土地利用の現況（仮定）

ここからが適応策の検討の御紹介となります。
Ａ地区の特徴は、海岸背後に人家等が密集して
おり、護岸や離岸堤の整備が進捗しているという
状況です。
ただ、ここに気候変動による外力増加を踏まえ
ますと、さらに気候変動適応策が必要になってく
るということです。
本事例では海岸保全施設の整備による対策とし
て、護岸と離岸堤の改良を検討いたしました。
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3. 漁港海岸における気候変動を踏まえた適応策の検討
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護岸必要天端高 現設計天端高

検討潮位(HHWL)

護岸天端高不足
(即時※)

ﾌﾞﾛｯｸ質量不足
(2055年)

護岸必要天端高の経年変化 消波ブロック必要質量の経年変化

現計画(外力:2005年基準)
現計画
(外力:2005年基準)

 代表的な年次について、護岸必要天端高、離岸堤ブロック必要質量を算定し、必要性能の経年変
化グラフを作成。以下はA地区の例。
 越波対策の観点：気候変動の影響が生じた時点で対策(護岸または離岸堤の嵩上げ)が必要※。
 構造物の安定性の観点：離岸堤消波ﾌﾞﾛｯｸ質量不足について、2055年までに対策が必要。

※護岸については現況および将来の必要天端高を比較しており、現況施設の余裕高は考慮していない。

消波ブロックは規格（トン型）から選ばれるため、
この例では現設計にて質量の余裕がある。

代表的な年次における護岸必要天端高と、離岸
堤ブロックの必要質量を算定しまして、必要性能
の経年変化グラフを作成したものになります。
左側のグラフが護岸必要天端高の経年変化で、
横軸が年次、縦軸が標高を表しております。紫の
線は現計画ですから、将来も必要高が変わらない
という仮定になっています。これに対して赤線は
護岸必要天端高で、気候変動の影響を受けて徐々
に上がっていくということになります。
このグラフでは、天端高の余裕高は考慮せずに
評価しておりますので、気候変動が生じた、また
は生じると決めた時点から天端が不足するという
評価になります。
右側が離岸堤の消波ブロック必要質量の経年変
化をお示ししたもので、紫が現計画の必要質量、
赤線が外力の経年変化を踏まえた必要質量です。
ブロックについては規格（トン型）から選ばれるも
のですので、この地区の例では現設計の段階で既
に１トン弱ぐらいの余裕があったということにな
ります。ですので、ブロックの質量が不足するの
は2055年という評価となりました。
まとめますと、まず越波対策の観点では気候変
動の影響が生じた時点で何らかの対策が必要とな
ります。安定性の観点では離岸堤のブロック質量
が不足しまして、2055年までに対策が必要となり
ます。なお、護岸の安定性については特に問題な
かったので省略しております。
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3. 漁港海岸における気候変動を踏まえた適応策の検討

 適応策について想定しうる整備の組合せ（対象施設、
整備時期）を設定し、安定性や経済性を比較※。

 A地区の場合、パターン①～③のうち、工事費が最
も安価なパターン②を採用。
 パターン①：離岸堤ブロックの質量が不足する

ため、護岸のみの対策は不可。
 パターン②：離岸堤を即時嵩上げ（最も安価）
 パターン③：護岸を即時嵩上げ＋2055年までに

離岸堤を嵩上げ

12

パターン①
護岸による対
策

パターン②
離岸堤による
対策

パターン③
護岸及び離岸
堤による対策

護岸嵩上げ

離岸堤嵩上げ

護岸嵩上げ

離岸堤嵩上げ離岸堤嵩上げイメージ

護岸嵩上げイメージ

※実務では、利用・環境面や施工性等も踏まえた検討が望ましい。

消波工

対策（嵩上げ）対策（嵩上げ・
ブロック規格アップ）

HHWL(気候変動後)

HHWL(気候変動前)

対策（嵩上げ・
ブロック規格アップ）

消波工

捨石

HHWL(気候変動後)

HHWL(気候変動前)

適応策について想定し得る整備の組合せとして、
どの施設を対象とするか、時期をどうするかを設
定し、安定性や経済性から比較しております。
この地区ではパターン①～③として、①は護岸
だけ、パターン②は離岸堤だけ、パターン③はそ
の両方を実施する案を、比較しました。結論から
いうと工事費が一番安い②が採用となりました。
内訳としては、①は離岸堤ブロックの質量が不
足することが分かっておりますので、護岸だけの
対策ではNGとなります。パターン②は離岸堤の即
時かさ上げで一番安価となります。パターン③は
護岸を即時かさ上げし、かつ2055年までに離岸堤
をかさ上げするパターンです。
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 漁村は高齢化の傾向にあることを踏まえて、適応策の受益範囲について「①将来の資産変化な
し」「②将来の資産変化あり」の2パターンで浸水防護便益を試算。
 評価年：主要な将来時点（2030年、2050年、2070年、2100年）を設定。
 浸水域：現況施設に各評価年の将来外力を作用させ、レベル湛水法で算定。
 対象資産：①将来の資産変化なし（現況の資産額）

②将来の資産変化あり（現況の資産額へ人口減少の比率を乗算)※1

13

市全体の人口推計

[将来の資産変化あり]
基準年(2015年と設定)に
対する将来の人口比率を
各指標へ乗算

100% 96%
86%

76%
65%

2015年 2030年 2050年 2070年 2100年
防護⼈⼝ 197,422 189,564 170,149 149,407 127,780
家屋数 116,550 111,911 100,449 88,204 75,436
床⾯積(m2) 14,888,033 14,295,431 12,831,340 11,267,090 9,636,209
世帯数 84,994 81,611 73,253 64,322 55,012
農業家数 3,803 3,652 3,278 2,878 2,461
漁業家数 71 68 61 54 46
事業所数 8,817 8,466 7,599 6,673 5,707
⾃動⾞保有台数 159,306 152,965 137,299 120,561 103,110
浸⽔家屋数 277 266 239 210 179
2015年に対する⽐率 100% 96% 86% 76% 65%

※1：人口減少と比較して、個々の背後資産や事業活動が必ずしも
同様に減少するとは限らないが、簡易的な評価手法として検証。
人口減少の影響を受けづらい資産（水産加工施設等）は、資産額の
低下から除外することも考えられる。

(年)

〇以下はA地区の条件設定例
（本手引には便益評価に関する内容は記載していない）

このページと次のページは手引には載せていな
い便益評価の検討でして、御紹介ということにな
ります。
漁村の特徴として、どうしても高齢化の傾向に
あります。気候変動を考える際には長期的な話に
なってくるため、適応策の受益範囲について、将
来の資産を今のまま評価する場合と変化する場合
の２パターンで防護便益を試算いたしました。
評価年次としては、2030、50、70、2100年とい

った代表年次を設定しています。
浸水域は、現況施設に対して各評価年での将来
外力を作用させてレベル湛水法で計算しております。
対象資産は、先ほど述べたように①は資産変化
なし、②は変化ありということで、簡易的に人口
減少の比率を現況の資産額へ乗算したというやり
方です。
中段のグラフは、Ａ地区が属する市全体の人口
統計で、2100年には65％ぐらいまで人口が下がっ
ています。これを資産額に反映しましたが、必ず
しも人口減少だけで資産変化が決まるわけではな
いことは記載しておきたいと思います。
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 浸水防護便益について、「①気候変動のみ」及び「②気候変動＋人口減少」の2パ
ターンを試算。
 ①の場合：外力の経年増加に伴い、年間の浸水防護便益は増加。
 ②の場合：年間の浸水防護便益は、各地区の人口減少率に応じて①より低下。

 社会情勢の変化（人口減少等）で浸水防護便益の今後の低下が想定される海岸は、費
用対効果の観点で、適応策の実施が困難になっていくのか・・・？

14

総便益の変化比
（②/①）

0.90倍A地区

0.39倍B地区

0.73倍C地区

各年の便益額（現在価値化前）の推移（C地区の例）

現設計外力
の基準年

この例では、気候変動による外力増大に
従って背後の浸水域が増加し、年間便益
が上昇していく。

人口減少
影響

人口減少の考慮による
総便益額（現在価値化後）の変化比

便益評価期間

（本手引には便益評価に関する内容は記載していない）

左側のグラフの横軸は年次、縦軸は各年の浸水
防護便益です。
①が将来の資産変化なし（気候変動だけを考えた
場合）の防護便益でして、外力が上がっていきます
から、防護便益はどんどん上がっていくカーブに
なっています。①の赤線に対して人口減少の影響
を考慮したものが青線で、赤線よりは低くなります。
３地区分の総便益（現在価値化後）について、人
口減少の考慮有無で変化比を見てみますと、0.4倍
から0.9倍となります。人口推計に相関しています
が、こういった変化が概算できたということです。
これを受けて、社会情勢の変化として浸水防護便
益が今後低下すると想定される海岸では、Ｂ／Ｃ
の観点で適応策の実施が困難になっていくかとい
うことについては、結論が出ておりません。今後
の課題かと認識しております。
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 台風強大化の影響が大きい3漁港海岸をモデル地区に選定して、気候変動を踏まえ
た外力変化（平均海面水位、潮位偏差、波浪）を検討。
 実績台風（各地区1台風）の中心気圧の将来変化をd4PDF/d2PDFより分析し、気

候変動前後の高潮・波浪推算より、外力変化を評価する手法とした。
 気候変動前後の実績台風について高潮・波浪推算を実施した結果、高潮偏差は

1.03～1.09倍（平均1.06倍）、沖波波高は1.01～1.05倍（平均1.03倍）に変化。

 上記の3漁港海岸を対象に、気候変動を踏まえた適応策を検討。
 適応策として、外力の経年変化を踏まえ、海岸保全施設（護岸、離岸堤等）の

必要な整備規模・時期を検討。
 施設整備の組み合わせ案（対象施設、整備時期）を3案比較し、安定性・経済

性の観点から最適案を選定。
 将来の外力・海岸背後の変化（人口減少影響）を踏まえ、浸水防護便益を試算。

（海岸背後の将来変化の考慮有無について、便益の変化を検証。）

まとめになります。
まず、外力評価として、３地区を検討いたしま
した。
実績台風の中心気圧の将来変化を分析とする手
法を採用しまして、高潮偏差については、平均で
1.06倍、沖波波高は1.03倍に変化しました。
さらに、適応策の検討として、海岸保全施設の
必要な整備規模・時期を検討しました。具体的に
は組合せを３案比較しまして、安定性、経済性か
ら最適案を設定しました。
将来の外力・海岸背後の変化を踏まえて、便益
の試算もさせていただきました。
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 今後の課題は以下のとおり。
① 気候変動にかかる最新の知見の反映（IPCC第6次評価等）。
② 数値解析手法による施設必要天端高の削減効果の分析。
③ 海岸背後変化（整備時点～現在～将来）の分析及び施設整備水準の精査の方法。
④ 各海岸に応じた適応策の高機能化（海岸保全施設に漁場・CO2吸収機能の付加等）。
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※②③は今般の気候変動影響の海岸事業への反映等に当たって、事業費を今後十分に確保できないケースが出てくる
可能性を想定し、より経済的な整備を企図するもの。

（沖合で砕波し、離岸堤で減衰した波が護岸に到達）

砕波・浅水変形の読取図

透過波の読取図

越波流量・打上高
の読取図

海底面 護岸

背後地
沖波 堤前波

沖合の波浪から背後地の浸水まで一連で数値解析

施設天端高の検討条件の例

読取図の方法

数値解析手法

離岸堤

単純化した地形・施設条件を前提とした簡易な
手法。
現地条件次第で誤差が大きくなる可能性。

読取図よりも算定精度が向上する可能性がある。
検討コスト増や、結果の妥当性確保が課題。

越波対策として、離岸堤と護岸を組み合わせた
面的防護の例。

施設天端高の検討のイメージ（課題②に対応）

今後の課題ということで、①はAR６（IPCC６次
評価）や最新の知見を反映していくということです。
②と③はコスト削減的な側面です。米印で書い
ておりますが、気候変動影響の事業への反映に当
たり、事業費が今後十分に確保できないケースも
出てくる可能性を想定して、より経済的な整備を
考えたいということです。
②は、数値解析手法による施設天端高の削減効
果の分析、③は海岸背後変化の分析と、それを踏
まえた整備水準の精査の方法、これらをどのよう

にしていくかということです。④は、コスト削減
ではなく便益増大になりまして、適応策を実施す
るからには高機能化したほうがよいだろうという
ことで、施設に漁場・CO2吸収機能を付加すると
いったことをどのようにやっていくかというのが
課題になるかと思います。
課題②について補足すると、面的防護として離
岸堤や護岸の必要高を計算する際、今の基準では
読取図で計算してもよいので、波の変形は砕波・
浅水の読取図、離岸堤であれば透過波の読取図で、
最終的な天端は越波流量の読取図を組み合せて使
う場合があります。
読取図は単純な手法ですが、現地条件が複雑で
あるほど誤差が大きくなる可能性があるかと考え
ております。
数値解析手法を用いますと、これらの流れが一
連で計算できますので、精度が向上する可能性が
ありますが、数値解析手法の実施コストの増です
とか、複雑な計算になるため妥当性確保というの
が課題になってくると認識しております。
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ご清聴ありがとうございました。
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同じ内容が

表示されます
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デジタル名刺(Sansan)

以上、御清聴ありがとうございました。




